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土壌汚染対策法の一部を改正する法律

土地の形質の変更に関する届出制の新設
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　規制の目的、内容及び必要性並びに生じる費用、便益

第４条第１項、第２項

　遵守費用

　行政費用

その他の費用 　なし。

　便　　　益

　想定される代替案

　遵守費用

　行政費用

その他の費用 　なし。

　費　　　用

　汚染土壌がある土地の形質が変更される場合、土壌の特定有害物質の地下水へ
の浸透、汚染土壌の搬出による汚染の拡散のおそれがあることから、土地の形質の
変更時に土壌汚染の調査を行うこととする。

　環境省令で定める届出書（Ａ４版１枚程度）に必要事項を記載し、これに形質変更
の場所を示した図面（地図の写し）を添付する程度の軽微な負担が発生する。

規制に係る事前評価書

　法令の名称

　政策の名称

　評価実施時期

　建物が建ってから土壌汚染が判明した場合には、その調査及び対策について、建
物を解体するなど不要な経費が必要となることを防止できる。

　内　　容

　都道府県知事が、土地の形質変更者に対し、個別に指導を行わなければならな
く、また一定規模以上の土地の形質変更の契機を把握する必要があるため、上記よ
りも多くの行政負担が発生する。

　土地の形質の変更に伴う、汚染土壌拡散を防止する。

　上記届出書を受領した都道府県知事は、当該土地が環境省令に定める土地（土
壌汚染のおそれのある土地）に該当するか否かを確認する程度の軽微な事務的負
担が発生する。

　一定規模以上の土地の形質変更時に都道府県知事への届出を義務付け、当該届
出を受けた土地について土壌汚染のおそれがある場合には、都道府県知事が土壌
汚染の調査を命じる。

　関連条項

　行政指導に基づき、土地の形質変更を行う者が、土壌汚染のおそれの有無を自ら
確認しなければならないことになるため、上記よりも多くの負担が発生する。

　土地の形質変更を行う者に対する行政指導により、一定規模以上の土地の形質変更時においては、土
地の形質変更を行う者が土壌汚染のおそれの有無を確認し、おそれがある場合には、土壌汚染状況調査
を実施するよう促す。

　担当部局・評価者

　目　　的

代
替
案
①

　必要性

　費　　用



　遵守費用

　行政費用

その他の費用

　便　　益

　レビューを行う時期又は条件

　附則の規定に基づき、この法律の施行５年後（平成２７年頃）を予定。

　中央環境審議会土壌農薬部会土壌制度小委員会で議論を行い、昨年１２月１９日に中央環境審議会から「今
後の土壌汚染対策の在り方について」（答申）を頂いたもの。

　政策評価の結果（費用と便益の関係の分析等）

　行政指導では、一定規模以上の土地の形質変更の契機を確実に把握することが
できず、確実に土壌汚染状況調査の実施を担保することができない。

　備　　　　　考

　有識者の見解その他の関連事項

代
替
案
②

　近年、マンションや宅地の敷地内で土壌汚染が発見され、その調査及び対策のため、建物を撤去せざる得なく
なるといった事案が発生しているが、本制度を新設することにより、建物を建てる前の土地の形質変更（基礎工
事）段階で土壌汚染の有無を確認できることとなり、当該調査及び対策に係る費用が削減可能となる。

　費　　用

　便　　益
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第４条第１項、２項
 代替案①

 代替案②

*代替案が複数ある場合には、適宜、表を追加の上作成

（遵守費用）

 規制の費用

 想定される代替案

費用の要素
　環境省令で定める届出書（Ａ４版１枚程度）に必要事項を記載
し、これに形質変更の場所を示した図面（地図の写し）を添付す
る程度の軽微な負担が発生する。

　土地の形質変更を行う者に対する行政指導により、一定規模以上の土地の形質変更時においては、土地の形質変
更を行う者が土壌汚染のおそれの有無を確認し、おそれがある場合には、土壌汚染状況調査を実施するよう促す。

　行政指導に基づき、
土地の形質変更を行う
者が、土壌汚染のおそ
れの有無を自ら確認し
なければならないこと
になるため、上記より
も多くの負担が発生す
る。

規制に係る事前評価書（要旨）

 規制の内容
 担当部局
 評価実施時期

【目的】
　 土地の形質の変更に伴う、汚染土壌拡散を防止する。

【内容】
  一定規模以上の土地の形質変更時に都道府県知事への届出を義務付け、当該届出を受けた土地について土壌汚染
のおそれがある場合には、都道府県知事が土壌汚染の調査を命じる。

【必要性】
　汚染土壌がある土地の形質が変更される場合、土壌の特定有害物質の地下水への浸透、汚染土壌の搬出による汚
染の拡散のおそれがあることから、土地の形質の変更時に土壌汚染の調査を行うこととする。

 関連条項

平成21年2月26日

 規制の目的、内容及び必要性等

代替案①の場合 代替案②の場合



（行政費用）

 政策評価の結果
 （費用と便益の関係の分析等）

 レビューを行う時期又は条件 　附則の規定に基づき、この法律の施行５年後（平成２７年頃）を予定。

 備    考

 規制の便益

（その他の社会的費用） 　なし

　都道府県知事が、土
地の形質変更者に対
し、個別に指導を行わ
なければならなく、ま
た一定規模以上の土地
の形質変更の契機を把
握する必要があるた
め、上記よりも多くの
行政負担が発生する。

　上記届出書を受領した都道府県知事は、当該土地が環境省令に
定める土地（土壌汚染のおそれのある土地）に該当するか否かを
確認する程度の軽微な事務的負担が発生する。

　なし

　行政指導では、一定
規模以上の土地の形質
変更の契機を確実に把
握することができず、
確実に土壌汚染状況調
査の実施を担保するこ
とができない。

　近年、マンションや宅地の敷地内で土壌汚染が発見され、その調査及び対策のため、建物を撤去せざる得なくな
るといった事案が発生しているが、本制度を新設することにより、建物を建てる前の土地の形質変更（基礎工事）
段階で土壌汚染の有無を確認できることとなり、当該調査及び対策に係る費用が削減可能となる。

　建物が建ってから土壌汚染が判明した場合には、その調査及び
対策について、建物を解体するなど不要な経費が必要となること
を防止できる。

　中央環境審議会土壌農薬部会土壌制度小委員会で議論を行い、昨年１２月１９日に中央環境審議会から「今後の
土壌汚染対策の在り方について」（答申）を頂いたもの。 有識者の見解その他の関連事項

便益の要素 代替案①の場合 代替案②の場合
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